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２ 法適用企業 
 

（１）決算総額 

（単位：百万円） 

区 分 ２６年度 ２５年度 

前年度比較 

増減額 
増減率 

（％） 

総  収  益 37,339.9 32,609.9 4,730.0 14.5 

総  費  用 40,426.0 32,608.3 7,817.7 24.0 

純  損  益 △3,086.1 1.6 △3,087.7 － 

 

（２）事業別決算状況 

（単位：百万円） 

区  分 
純損益 累積欠損金 

  赤字事業数   累積欠損事業数 

上 水 道 △1,253.8 6 384.5 4 

工業用水道 △4.8 1 0 0 

下水道 

公共下水 △38.5 1 1,400.0 1 

特環下水 105.4 0 0 0 

農集 204.0 0 0 0 

漁集 0.1 0 0 0 

林集 0.0 0 0 0 

小規模 3.1 0 0 0 

下水道計 274.1 1 1,400.0 1 

病  院 △1,988.4          4 13,210.1 4 

観光施設（休養宿泊） △113.2 1 886.1 1 

 合  計 △3,086.1 13 15,880.7 10 

 

ア 収益的収支が黒字の事業数は１５、赤字の事業数は１３ 

純損益は、△３０億８６百万円（対前年度 △３０億８８百万円） 

・法適用企業２８事業の収益的収支のうち１５事業が黒字、１３事業が赤字となっている。赤字事業

の内訳は、上水道事業６、下水道事業１、病院事業４、観光施設事業１である。 

・収益的収支の黒字額が最大であるのは、鳥取市下水道事業（農業集落）の２億４百万円。一方、赤

字額が最大であるのは、鳥取市病院事業の△１８億４４百万円となっている。 

 

イ 累積欠損金は１５８億８１百万円（対前年度 ＋１３億３７百万円、９．２％の増） 

・累積欠損金を有するのは１０事業であり、その金額の内訳は、病院事業が１３２億１０百万円（８

３．２％）、下水道事業が１４億０百万円（８．８％）、観光施設事業が８億８６百万円（５．６％）、

上水道事業が３億８５百万円（２．４％）、となっている。 

・累積欠損金額が最大であるのは、鳥取市病院事業の８１億９百万円となっている。 

 

ウ 企業債発行額は４５億２１百万円（対前年度 △１３億１３百万円、２２．５％の減） 

・企業債発行額の内訳は、上水道事業が２２億４１百万円（４９．６％）、下水道事業が１８億３百

万円（３９．９％）、病院事業が４億７７百万円（１０．５％）となっている。 

 ・企業債発行額が最大であるのは、鳥取市下水道事業（公共下水）の１６億８１百万円となっている。 

 

エ 企業債残高は１，３３８億４１百万円（対前年度 △３９億５２百万円、２．９％の減） 

・企業債残高の内訳は、下水道事業が７４２億４３百万円（５５．５％）、上水道事業が３６９億９

６百万円（２７．６％）、病院事業が２１６億４０百万円（１６．２％）、観光施設事業が９億５

９百万円（０．７％）、工業用水道事業が２百万円（０．０％）となっている。 

・企業債残高が最大であるのは、鳥取市下水道事業（公共下水）の４７８億３９百万円となっている。 

 

オ 一般会計からの繰入金は８３億６百万円（対前年度 △２億３１百万円、２．７％の減） 
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・一般会計からの繰入金総額のうち、収益的収入への繰入金は５９億７３百万円、資本的収入への 

繰入金は２３億３３百万円となっている。 

 ・繰入金の内訳は、下水道事業が４５億１百万円（５４．２％）、病院事業が３２億２８百万円（３

８．９％）、上水道事業が５億８百万円（６．１％）、観光施設事業が６８百万円（０．８％）

となっている。 

 ・繰入金のうち、基準外繰入金は１１億２１百万円（対前年度△１億９０百万円、１４．５％の減）

であり、そのうち、収益的収入への基準外繰入金は６億３７百万円、資本的収入への基準外繰入金

は４億８４百万円となっている。 

 ・基準外繰入金が最大であるのは、鳥取市下水道事業（農業集落）の４億７７百万円となっている。 

 

カ 建設改良費は７１億６０百万円（対前年度 △１５億５１百万円、１７．８％の減） 

・建設改良費の内訳は、上水道事業が４４億２０百万円（６１．８％）、下水道事業が１９億１３百

万円（２６．７％）、病院事業が８億２４百万円（１１．５％）、工業用水道事業が３百万円（０．

０％）となっている。 

 ・建設改良費が最大であるのは、米子市水道事業の１８億２３百万円となっている。 

 

（３）事業別決算概要 

区 分 事 業 別 決 算 概 要 

上水道 

事 業 

（１２事業） 

・有収水量が減少傾向にあるため、給水収益も同様に減少傾向。 

・平成２６年度決算では、公営企業会計制度の見直しにより、退職給付引当金、賞与

引当金の不足額の計上が義務化され、これらの経費を一括計上した結果、特別損失

が増加（１６億９０百万円）したため、一時的な収益状態の悪化を招いた。 

（純損益△１２億５３百万円、対前年度１６億２８百万円の減） 

工業用水道 

事   業 

（２事業） 

・鳥取市工業用水道事業の供給先企業が減少し、給水収益が減少した結果、純損益が

赤字に転じた。 

（純損益△５百万円、対前年度１２百万円の減） 

下水道事業 

（６事業） 

・使用料収入は横ばいであったが、平成２６年度決算では、公営企業会計制度の見直

しにより、長期前受金戻入（過去の企業債元金償還金に係る繰入金相当額）を一括

計上したこと（６億６３百万円）、建物の除却が少なかったことから資産減耗費が減

少（△２億３０百万円）したことにより、純損益が黒字に転じた。 

（純損益＋２億７４百万円、対前年度９億５６百万円の増） 

病院事業 

（６事業） 

・医業収益、医業費用ともに増加傾向。 

・平成２６年度決算では、公営企業会計制度の見直しにより、退職給付引当金、賞与

引当金の不足額の計上が義務化され、これらの経費を一括計上した結果、特別損失

が増加（対前年度２５億４百万円の増）したため、一時的な収益状態の悪化を招い

た。 

（純損益△１９億８８百万円、対前年度２３億２４百万円の減） 

休養宿泊事業 

（２事業） 

・利用者数は横ばいだが、特に三朝町休養宿泊事業において宿泊客が減少。長引く景

気低迷の影響を受け、営業収益は減少傾向にあり、事業全体では赤字（△１億１３

百万円）である。 

・平成２６年度決算では、公営企業会計制度の見直しにより、退職給付引当金、賞与

引当金の不足額の計上が義務化され、三朝町休養宿泊事業においてこれらの経費を

一括計上した結果、特別損失が増加（８２百万円）したため、一時的な収益状態の

悪化を招いた。 

（純損益△１億１３百万円、対前年度８０百万円の減） 

 


